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地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる
特定非営利活動法人等を定める条例の一部を改正する条例

地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条例
（平成24年神奈川県条例第39号）の一部を次のように改正する。
別表特定非営利活動法人ワーカーズ・コレクティブまいそるの項及び特定非営利活動法人ウィ二十
一ジャパンとつかの項を削り、同表に次のように加える。

附 則
１ この条例は、令和５年11月１日から施行する。ただし、別表特定非営利活動法人ウィ二十一ジャ
パンとつかの項を削る改正規定は、公布の日から施行する。
２ 改正前の別表特定非営利活動法人ワーカーズ・コレクティブまいそるの項の規定は、この条例の
施行の日前に同項に規定する特定非営利活動法人に対して寄附金を支出した場合について、なおそ
の効力を有する。
３ 令和５年５月25日以前に改正前の別表特定非営利活動法人ウィ二十一ジャパンとつかの項に規定
する特定非営利活動法人に対して支出された寄附金に係る特定非営利活動法人の指定及び神奈川県
県税条例（昭和45年神奈川県条例第26号）第10条第２項の期間については、なお従前の例による。

令和５年９月７日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
個人県民税の税額控除の対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人の指定を更新等するた
め、所要の改正をしたいので提案するものであります。

1

定県第68号議案

を定める条例の一部を改正する条例
寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等
地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる

令和５年11月１日から
令和10年10月31日まで

横浜市戸塚区上柏尾町244番地特定非営利活動法人ワーカーズ・
コレクティブまいそる



神奈川県政功労者に関する条例の一部を改正する条例

神奈川県政功労者に関する条例（昭和26年神奈川県条例第11号）の一部を次のように改正する。
第３条第１項中「県公報その他」を削る。
附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和５年９月７日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
神奈川県公報の発行方法を電子化することに伴い、県政功労者への神奈川県公報の配付を終了する
ため、所要の改正をしたいので提案するものであります。
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定県第69号議案

改正する条例
神奈川県政功労者に関する条例の一部を



神奈川県県税条例の一部を改正する条例

神奈川県県税条例（昭和45年神奈川県条例第26号）の一部を次のように改正する。
第４条第３項中「第48条第１項」を「第739条の５第１項」に、「及び市町村民税」を「、個人の市町
村民税及び森林環境税」に改める。

附 則
１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。
２ 改正後の第４条第３項の規定は、令和６年度以後の年度分の個人の県民税、個人の市町村民税及
び森林環境税について適用し、令和５年度分までの個人の県民税及び個人の市町村民税について
は、なお従前の例による。

令和５年９月７日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
地方税法の一部改正に伴い、道府県が市町村から引継ぎを受けて徴収や滞納処分を行う対象に森林
環境税が加えられたことから、知事の権限の委任に関する規定に森林環境税を追加するため、所要の
改正をしたいので提案するものであります。
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神奈川県県税条例の一部を改正する条例

定県第70号議案



神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の一部を改正する条例

神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例（平成21年神奈川県条例第27号）の一部を次のよう
に改正する。
第２条第１号を次のように改める。
⑴ たばこ たばこ事業法（昭和59年法律第68号）第２条第３号に掲げる製造たばこであって、同
号に規定する喫煙用に供されるもの及び同法第38条第２項に規定する製造たばこ代用品をいう。
第２条中第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、第５号を削り、第４号を第６号とし、同条第
３号ア中「ある施設」の次に「のうち、学校、病院、児童福祉施設その他の受動喫煙により健康を損
なうおそれが高い者が主として利用する施設」を、「もの」の次に「及び官公庁施設」を加え、同号イ
中「別表第２」を「別表第３」に改め、同号イを同号ウとし、同号アの次に次のように加える。
イ 特に受動喫煙による健康への悪影響を排除する必要がある施設として別表第２に掲げるもの
（県第１種施設を除く。）（以下「県特定第１種施設」という。）

第２条中第３号を第５号とし、同条第２号中「室内」を「屋内」に、「以下同じ。）、喫煙専用室」を
「）、喫煙専用室」に改め、同号を同条第４号とし、同条第１号の次に次の２号を加える。
⑵ 喫煙 人が吸入するため、たばこを燃焼させ、又は加熱することにより煙（蒸気を含む。以下
同じ。）を発生させることをいう。
⑶ 受動喫煙 人が他人の喫煙によりたばこから発生した煙にさらされることをいう。
第８条第１項中「県第１種施設」を「県特定第１種施設」に改める。
第11条を削る。
第12条第１項中「対し、」の次に「その管理する公共的施設における」を加え、同条を第11条とする。
第13条中「）、」を「）又は」に改め、「又は第11条第１項」及び「指導し、又は」を削り、同条を同
条第２項とし、同条に第１項として次の１項を加える。
知事は、施設管理者に対し、その管理する公共的施設における受動喫煙を防止するために必要な
指導及び助言をすることができる。
第13条を第12条とする。
第14条第１項中「前条」を「前条第２項」に改め、同条を第13条とする。
第15条中「第13条」を「第12条第２項」に改め、同条を第14条とし、第16条を第15条とし、第17条を
第16条とする。
第18条第１号中「第12条第１項」を「第11条第１項」に改め、同条第２号中「第15条」を「第14条」
に改め、同条を第17条とする。
附則第４項中「施行日」を「令和４年４月１日」に、「３年」を「５年」に改める。
別表第１を次のように改める。
別表第１（第２条関係）
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定県第71号議案

条例の一部を改正する条例
神奈川県公共的施設における受動喫煙防止

幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、
高等専門学校、専修学校、各種学校その他これらに類するもの

⑴



神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の一部を改正する条例

別表第２の⑷の項中「別表第１の⑴の項から⒂の項まで」を「別表第１の⑴の項から⑷の項まで若
しくは別表第２」に改め、同表を別表第３とし、別表第１の次に次の１表を加える。
別表第２（第２条関係）

備考 この表に掲げる公共的施設には、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第
６項に規定する店舗型性風俗特殊営業及び同条第９項に規定する店舗型電話異性紹介営業（以下
「店舗型性風俗特殊営業等」という。）を営む店舗を含まないものとする。
附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和５年９月７日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治
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ア 病院、診療所又は助産所
イ 薬局
ウ あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師又は柔道整復師の施術所

⑵

介護老人保健施設、介護医療院⑷
前各項又は別表第２若しくは別表第３の各項に掲げる公共的施設が所在する建築物又は
工作物（出入口、廊下、階段、エレベーター、便所その他の一般公共の用に供される区域に
限る。）

⑸

保育所、児童厚生施設その他これらに類するもの⑶

⑾

展示場⑷
体育館、水泳場、ボーリング場その他の運動施設⑸
公衆浴場⑹

観覧場⑵
ア 集会場又は公会堂
イ 火葬場又は納骨堂
ウ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの

⑶

劇場、映画館又は演芸場⑴

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗⑺

動物園、植物園、遊園地その他これらに類するもの⑿
老人ホーム、福祉ホーム、老人福祉センター、身体障害者福祉センターその他これらに類
するもの

⒀

銀行その他の金融機関⑻
郵便事業、電気通信事業、水道事業、電気事業、ガス事業又は熱供給事業の営業所⑼
ア 公共交通機関を利用する旅客の乗降、待合いその他の用に供する施設
イ 旅客の運送の用に供する電車、自動車その他の車両又は船舶（運行する路線又は就航す
る航路の起点及び終点が県内にあるものに限る。）

⑽

図書館、博物館、美術館その他これらに類するもの



神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の一部を改正する条例

（提案理由）
令和４年度に行った条例の見直しに伴い、喫煙及び受動喫煙の定義を健康増進法に合わせるととも
に、喫煙禁止区域の表示等に関する規定を削除するなど、所要の改正をしたいので提案するものであ
ります。
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神奈川県海水浴場等に関する条例の一部を改正する条例

神奈川県海水浴場等に関する条例（昭和34年神奈川県条例第４号）の一部を次のように改正する。
附則第３項中「神奈川県水浴場等に関する条例の一部を改正する条例（平成22年神奈川県条例第10
号）の施行の日」を「令和４年５月15日」に、「３年」を「５年」に改める。

附 則
この条例は、公布の日から施行する。

令和５年９月７日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
令和４年度に行った条例の見直しに伴い、条例の見直し期間を変更するため、所要の改正をしたい
ので提案するものであります。
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定県第73号議案

改正する条例
神奈川県海水浴場等に関する条例の一部を



神奈川県ふぐ取扱い及び販売条例の一部を改正する条例

神奈川県ふぐ取扱い及び販売条例（昭和34年神奈川県条例第26号）の一部を次のように改正する。
第22条の２第１項中「又はふぐ加工製品取扱者について」を「若しくはふぐ加工製品取扱者がその
営業若しくは業を譲渡し、又は営業者若しくはふぐ加工製品取扱者について」に、「又は分割（当該営
業」を「若しくは分割（その営業又は業」に、「、相続人」を「、その営業若しくは業を譲り受けた者
又は相続人」に、「同意により当該営業」を「同意によりその営業又は業」に、「又は分割により当該営
業」を「若しくは分割によりその営業若しくは業」に改める。

附 則
１ この条例は、公布の日から起算して２月を超えない範囲内において規則で定める日から施行す
る。
２ 改正後の第22条の２の規定は、この条例の施行の日前に営業者又はふぐ加工製品取扱者に係る営
業又は業の譲渡があった場合におけるその営業又は業を譲り受けた者については、適用しない。

令和５年９月７日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

（提案理由）
食品衛生法の一部改正に伴い、営業者又はふぐ加工製品取扱者の地位の承継に係る規定に営業の譲
渡を追加するため、所要の改正をしたいので提案するものであります。
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定県第74号議案

を改正する条例
神奈川県ふぐ取扱い及び販売条例の一部



















令和４年度神奈川県公営企業決算及び神奈川県流域下水道事業決算
の認定について

令和４年度神奈川県公営企業決算及び神奈川県流域下水道事業決算は、別冊のとおりにつき、地方
公営企業法第30条第４項の規定により監査委員の意見をつけて認定を求める。

令和５年９月７日提出

神奈川県知事 黒 岩 祐 治

18

認 第 １ 号

ついて
神奈川県流域下水道事業決算の認定に
令和４年度神奈川県公営企業決算及び








